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コミュニティ（経済）に関する研究

①住民組織による経済事業の
運営安定化手法についての研究 （2016年～2019年）

◇概要

◇現状と課題

◇研究方法

◇研究結果と成果

近年、中山間地域において見られるれるようになっている、生活機能の維持を目的とした住民組織

による経済事業の実態を把握するとともに、先行事例の持続性の検証、事業経営の安定化手法、有

効な支援手法などについて整理を行いました。

近年、県内中山間地域において、暮らしを支える生活機能の維持を目的に、地域運営組織など地域

の住民組織が生活支援や交通事業、商店経営など経済事業を展開するケースが散見されます（以下、

「住民組織等による経済事業」と呼ぶ）。これらの取組により生活利便性の確保が期待される一方、人

口減少に伴う利用者の長期的な減少傾向、次の世代の承継の不確実性の高さなどが課題視されて

おり、今後、これら課題に対応しうる事業実施体制づくりが重要な課題となります。また、経済事業設

立後、地域やとの連動性が希薄化するケースもあり、地域課題の解決に取り組む経済事業の性格を

維持する手法も必要となっています。

そこで本研究では、県内の主な住民組織による経済事業の動向を把握するとともに、本研究では、

同経済事業の経営安定化手法の開発を進めました。

①県内の主な住民組織による生活機能維持を目的とした経済事業の展開状況の把握

H30年度地域実態調査結果を用い県内の生活機能維持を目的とした経済事業の実態を整理。

②２）中四国地方の先行事例の持続性、経営安定化手法、行政支援策、地域との連携の分析

生活機能維持を目的に、スタッフを雇用する規模で5年以上経済事業を実施する中四国地方の先行

事例を分析。事例を類型化し、それぞれの立上経緯、売上の動向と背景、経営課題と対応状況等を

分析し、経済事業の持続性を支える条件、条件形成に必要な取組等を整理。

〇島根県では公民館エリアでまとまる住民組織による生活機能維持の活動は、生活支援との組み合

わせ展開が多く、生活支援を担いうグループが空き家対策、生活環境維持、農地管理等にも携わる

傾向。従って、今後、小さな拠点づくりにおいて、生活機能維持を目的とした住民組織を育成していく

ためには、各地区での生活支援組織の立上支援が重要な視点です（図１）。

〇また、今後一層人口減・高齢化が進めば、スタッフの雇用が発生するより大きな事業規模で地域の

様々な生活機能維持の仕組みづくりが必要なケースも発生する可能性がt高いです。

〇これら、規模の大きな生活機能維持の仕組みを維持するためには、表１に示すⅠ～Ⅴの女権を満

たすことが必要であり、また生活機能維持の仕組みの「立上準備期」、「事業第１段階期」、「事業第

２段階期」での適切な住民組織の取組、行政支援が必要。

〇また、取り組む住民組織の支援にあたり、事業のアセスメントが必要。



研究成果データ

 

〇生活機能維持の分野において、公民館エリアでの住民組織の事業で最も多いのは、配食サービス、
次いで生活支援（草刈り、除雪、家内作業）、買い物バス等。

〇なお、配食サービス、生活支援、買物代行、商店・GS運営については公民館エリアより広い範囲
を対象として実施する団体が多く、配食・生活支援は自治体、生協、社協等、買物代行は生協・
個店、商店・GS運営は個店、スーパー等である。

＜生活機能維持を目的とした住民組織（公民館エリアのまとまり）の活動の状況＞

小さな拠点づくりに向けた地域実態調査（2019年度）

集落を超えた地域づくり活動の把握（236公民館エリア）
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図１ 県内の生活機能維持を目的とした経済事業の展開状況

図２ 住民組織の経済事業の持続性を支える条件整備の３つのフェーズと行政支援
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